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建 設 工 事 請 負 契 約 書

上記の工事について､発注者と受注者は､各々対等な立場における合意に基づい
て､別添の条項(適用除外条項は､上記８のとおり｡)によって公正な請負契約を締結
し､信義に従って誠実にこれを履行するものとする｡
また､受注者が共同企業体を結成している場合には､受注者は､別紙の共同企業体

協定書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負うものとする｡
この契約の締結を証するため､本書２通を作成し､当事者記名押印の上､各１通を

保有する｡ただし、これに代えて本書の内容を記録した電磁的記録を作成する場合
は、当事者電子署名の上、各自が当該電磁的記録を保有する。

令和６年１１月２７日

発 注 者 大阪府箕面市西小路四丁目６番１号

箕 面 市 長 原 田 亮 印

受 注 者 所 在 地 大阪府箕面市小野原西六丁目１５番８号箕面ヒルズＢ－１

商号又は名称 株式会社ケイビィイーアキード

代表者職氏名 代表取締役 金山 則祥 ㊞

１ 工 事 名 称 （仮称）消防分署東A拠点整備に伴う造成工事

２ 工 事 場 所 箕面市粟生外院地内

３ 工 期
着手 議 決 日 から
完成 令和７年 ６月３０日 まで

４

請 負 代 金 額
百 拾

￥

億

２

千

６

百

７

拾

３

万

０

千

０

百

０

拾

０

円

０

うち取引に係る消費税

及び地方消費税の額
￥ ２ ４ ３ ０ ０ ０ ０ ０

(注) 「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は､消費税法第 28条第 1項及び第 29条並びに
地方税法第 72 条の 82 及び第 72 条の 83 の規定により算出したもので､請負代金額に 110 分
の 10 を乗じて得た額である。

５ 契 約 保 証 金
納付（ただし、有価証券等の提供又は金融機関若しくは保証事業会社

の保証をもって納付に代えることができ、公共工事履行保証証券による
保証に付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は免除とする。）

６ 建設発生土の搬出先等 工事現場から建設発生土を搬出する予定である場合、建設発生土の搬出
先については仕様書に定めるとおりとする。

７
解 体 工 事 に

要 す る 費 用 等

建設工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12
年法律第 104 号）第９条第１項に規定する対象建設工事の場合は、(1)分
別解体等の方法、(2)解体工事に要する費用、(3)再資源化等をする施設
の名称及び所在地、(4)再資源化等に要する費用についてそれぞれ別添書
面に記載する。

8 適 用 除 外 条 項 第 39条、第 40 条、第 41 条
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（以下省略）
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建 設 工 事 請 負 契 約 書

上記の工事について､発注者と受注者は､各々対等な立場における合意に基づい
て､別添の条項(適用除外条項は､上記８のとおり｡)によって公正な請負契約を締結
し､信義に従って誠実にこれを履行するものとする｡
また､受注者が共同企業体を結成している場合には､受注者は､別紙の共同企業体

協定書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負うものとする｡
この契約の締結を証するため､本書２通を作成し､当事者記名押印の上､各１通を

保有する｡ただし、これに代えて本書の内容を記録した電磁的記録を作成する場合
は、当事者電子署名の上、各自が当該電磁的記録を保有する。

令和６年１１月２７日

発 注 者 大阪府箕面市西小路四丁目６番１号

箕 面 市 長 原 田 亮

受 注 者 所 在 地 大阪府枚方市楠葉並木二丁目２０番６号

商号又は名称 誠信建設工業株式会社

代表者職氏名 代表取締役 國田 昌義

１ 工 事 名 称 市道船場東７号線道路改良工事（シェルター）

２ 工 事 場 所 箕面市船場東１丁目、２丁目地内

３ 工 期
着手 議 決 日 から
完成 令和７年 ３月３１日 まで

４

請 負 代 金 額
百 拾

￥

億

１

千

８

百

９

拾

２

万

０

千

０

百

０

拾

０

円

０

うち取引に係る消費税

及び地方消費税の額
￥ １ ７ ２ ０ ０ ０ ０ ０

(注) 「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は､消費税法第 28条第 1項及び第 29条並びに
地方税法第 72 条の 82 及び第 72 条の 83 の規定により算出したもので､請負代金額に 110 分
の 10 を乗じて得た額である。

５ 契 約 保 証 金
納付（ただし、有価証券等の提供又は金融機関若しくは保証事業会社

の保証をもって納付に代えることができ、公共工事履行保証証券による
保証に付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は免除とする。）

６ 建設発生土の搬出先等 工事現場から建設発生土を搬出する予定である場合、建設発生土の搬出
先については仕様書に定めるとおりとする。

７
解 体 工 事 に

要 す る 費 用 等

建設工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12
年法律第 104 号）第９条第１項に規定する対象建設工事の場合は、(1)分
別解体等の方法、(2)解体工事に要する費用、(3)再資源化等をする施設
の名称及び所在地、(4)再資源化等に要する費用についてそれぞれ別添書
面に記載する。

8 適 用 除 外 条 項 第 39条、第 40 条、第 41 条
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（以下省略）
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